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1. はじめに 

当社は西日本旅客鉄道株式会社（以下、JR 西日本）を始めと

する JR 西日本グループに属し、駅舎などの建築物の改修工事

および保全業務を執り行っている。本研究では、社内検査部門

における業務体系を、当社で取り扱う建築物の特徴を踏まえな

がら、現状に至った経緯や現状の課題を整理し、今後の展望に

ついて検討を実施することで保全業務の改善に資することを目

的とする。 

 

2. 鉄道建築物の概要 

JR 西日本の営業エリアは北陸から近畿・中国・九州北部まで

の 2 府 16 県に亘り、山陽新幹線、北陸新幹線、在来線特急を中

心とする都市間輸送、京阪神都市圏や各地区での通勤・通学輸

送を行っている（図 1）。 

JR 西日本グループが目指す安全・安心・快適な鉄道輸送の

ためには、駅舎をはじめとした「鉄道建築物」と呼んでいる鉄道輸

送を行うための役割を持つ建築物の保守管理が重要となる。 

「鉄道建築物」と通称しているものは、鉄道の顔とも言える駅舎

をはじめ、列車走行や駅営業に必要な電気設備や信号設備、機

械設備等を内包した機器室、社員が執務を行う事務所建物、車

両の検査等を行う車庫など、鉄道輸送に必要不可欠な多種多様

な建物の総称である（図2）。鉄道建築物はJR西日本営業エリア

内では約15,000棟もの数になるが、これらの建物が適切に機能

を果たせるように保守管理を行うことで日々の列車運行は支えら

れている。 

これらは一般的な建築物とは異なる以下の特徴がある。 

・容易に寄り付けない立地条件 

鉄道建築物はその多くが線路の近くに存在し、近傍を列車が

通過する。工事や検査のために建物に寄り付く際は、列車運行

および作業員等の安全確保の観点から、列車が通過する時間を

避けて、次の列車到着まで長い空き時間がある場合や列車の走

行しない夜間等の列車営業時間外などに作業を行うことや、列

車進来を監視する人員の配置など安全体制を構築することによ

り、安全に作業できる環境を整備する必要がある。これにより作

業可能な時間帯が限られ、その中で足場掛け払い等の準備作

業に時間を割く必要があるため、必然的に本来目的としていた

作業（検査や工事など）に充てられる時間が短くなる。その時間

的な制約によって、詳細な作業が容易に実施できない、適用可

能な工法が限定されるなどのさらなる制約を受けることになる。 

また、一般道路等が接しておらず線路を横断しないとアクセス

できない、周辺空間が狭小である、法面や林地に囲まれ平地が

確保できないなど、周辺環境の悪さから作業の制約を受ける建

物も多く、その場合は、重機や機材の搬入ができない、立地環

境によっては作業員の寄付き自体が困難であるなど、作業の自

由度がさらに制限されることになる。 

・厳しい使用環境 

JR 西日本管内は、1 日に約 450 万人（2023 年度時点）のお

客様にご利用いただいており、また、鉄道は年中無休であるうえ、

1 日のうち 20 時間近く営業している路線も存在する。非常に長

い使用時間の中で膨大な人数にご利用いただきながら検査や

工事などを行う必要があり、効率的かつお客様のご迷惑とならな

い作業計画作成が求められる。お客様も年齢や性別、職種や国

籍も様々な方が利用されるため、安全快適にご利用いただくた

め、使われ方を幅広く想定した設置設備の選定や保守管理の実

現に努める必要がある。 

また、近傍を走行する列車から振動や風圧といった繰り返し荷

重や外力を受ける、レールを列車が走行することで発生した細

かな鉄粉が建物に付着して錆の発生を促す、多くのお客様のご

利用に伴い重歩行による負荷がかかる、など一般の建物には見

られない負担を受けるという特徴がある。 

図 1． JR 西日本の営業エリア 

図 2． 鉄道建築物の一例 



 

・インフラを支えるための長期使用 

 お客様に鉄道を日々快適にご利用いただくため、常に一定以

上のサービスレベルを維持する必要がある。また、西日本全域

に分布する各建物の立地条件も多様であり、都市部、沿岸地域、

峡谷部など、周辺環境が変われば建築物の劣化の要因や保守

上の注意すべき観点も変わってくる。さらに、交通インフラという

属性上、数十年、あるいは百年以上という長期での使用が前提と

なり、新設時の材料選定から修繕方法や修繕時期の選定等、

様々な場面においてこれを見据えた検討が重要となる。また、立

地環境の悪さや作業時の制約の多さから建替えが容易に行えな

いため、この観点からも既存の建物を長く使うための保守管理が

より重要となってくる。 

 鉄道建築物は、管理がしづらく手を加えにくいという条件のもと、

一定のサービスレベルを長期間にわたり常に提供し続けなけれ

ばならないという特異性をもった建築物である。 

 

3. 鉄道ネットワークとしての保守 

扱う建築物だけでなく、保守管理上の観点にも特徴がある。鉄

道は線路を介して各駅をつないで構成されているため、1 つの

建築物で完結するのではなく、エリアや路線という広い単位でネ

ットワークとしての観点を持って保守管理を行う必要がある。ある

建物で列車運行を阻害する事象が発生すると、その建物自体の

重要度や属する駅の規模に関わらず、路線全体、場合によって

はそれを超えた範囲まで影響が出る。そのため、機能保守の単

位として、個々の建物に留まらず、路線や各地方エリア、延いて

はJR西日本エリア全体という大きな観点が存在し、さながら全体

を 1 つの建物とみなすように、ネットワークとして機能するように

保守管理を行う必要がある。後述する修繕計画の策定において

も、それぞれの観点による複数の判断を重ね合わせる必要があ

り、その際、検査業務で得られた情報の取扱いが重要となる。 

 

4. 検査の目的と保守管理における重要性 

検査業務は、鉄道輸送を支えるため、建築物の機能を長期間

にわたり適切に保守管理することを目的として行われている。一

般的な建築物は、定期修繕および発生修繕を都度実施すること

で維持を行っているが、当社グループはそれに加えて計画修繕、

いわゆる予防保全と呼ばれる観点を取り入れ、保守管理におけ

る基本的な考え方として位置付けている。これは劣化が過度に

進行する前に修繕することで、建物表面から建物躯体への劣化

が進行拡大するといった取り返しのつかない損傷が発生すること

を防止するとともに、機能を随時回復させるもので、これにより安

全・安定した状態での保守管理を目指している（図 3）。 

ここで、JR 西日本グループで建築物の保守管理を行ううえで

の業務サイクルを図 4 に示す。 

建築物竣工後、長期使用を見据えた保守管理を目的に、検査

（劣化の把握）→計画（修繕方法・時期の検討）→設計（修繕工事

計画）→工事（修繕実施）→財産管理（データベースによる建物

情報の管理）を繰り返すというサイクルを回している。 

検査業務は建築物保守管理サイクルの第一ステップであり、

手を加えにくいという鉄道建築物の性質上、検査結果に応じた

修繕要否の判断、つまり修繕時期の決定が重要となるため適切

な判断が求められる。 

修繕時期を逸すれば、さらに劣化が進行することで周辺部位

を含めた修繕が必要になるなど、修繕工事規模が大型化し費用

が嵩むリスクが生まれる。また劣化が著しく進行して修繕では機

能維持が困難なレベルに達してしまうと、最悪の場合、建替えを

検討しなければならなくなるが、前述の立地条件や作業時の制

約から施工が非常に困難な工事となり、それに伴い工事費用も

膨大なものになる（図 5）。 

図 4. 建築物の保守管理サイクル 

図 5.  修繕時期によるコスト増加 

図 3. 計画修繕の概念 図 6.  早期修繕によるライフサイクルコスト増加 



 

逆に、修繕時期が早過ぎれば、不要な箇所へ予算が割り振ら

れ本来修繕すべき箇所への予算投入の阻害につながることから、

不適切な予算投入となり、結果として適切な保守管理ができなく

なる。また、修繕頻度が短くなることで建物の一生における工事

回数が増加し、ライフサイクルコストの増加につながる恐れがあ

る（図 6）。  

つまり検査～修繕計画の段階は、お客様への安全安定輸送

の提供、長期ローコストでの保守実現などに大きく影響する重要

な業務ということである。 

 

5. 現在の検査業務体系 

独自の特徴を持つ鉄道建築物に対し、長期間にわたり快適に

使用可能な保守管理を実現するには、建築物等のそれぞれの

状態を的確に把握し、必要な措置を講じることが重要となるため、

「効率的で品質の高い検査を実施する」ことが求められる。その

ために目的別の検査種別を設け、それぞれ頻度や検査手法を

設定し、必要な結果を得るために過不足なく労力を投入できる体

系としている。 

表１に検査種別の一例を示す。 

(ア) 定期的な検査 

 建築物の保守管理を目的に修繕の要否判定を実施する検査

であり、JR 西日本の社内規定に基づき周期的に実施される。当

社で実施している検査業務の中で主となる検査であり、この定期

的な検査の結果が計画修繕の計画を策定するにあたっての基

盤資料となる。 

(イ) 事故防止のための検査 

 定期的な検査と対象は同等としながら、部材の落下・飛散のお

それのある箇所を重点的に点検し、部材落下によるお客様被害

や列車運行支障を未然防止するための検査である。定期的な検

査と交互に実施する。 

(ウ) 多客期前の点検 

 お盆や年末年始などお客様のご利用が増える時期に安全・安

定した輸送を完遂するため、お客様のご利用が多い箇所の安全

確認を実施する検査である。平時に比べご利用者数が格段に増

加する多客期間を有する鉄道会社の特性ゆえに行う検査であり、

（ア）（イ）の検査によって建物が定常的に保守されている状態に

加え、多客期前に安全を再確認することで、多くのお客様のご利

用を支えている。 

(エ) 詳細な調査 

 上記（ア）～（ウ）の検査時にさらなる状態把握が必要になった

場合や各種不具合の原因究明など、個別詳細な計画立てを行う

必要がある場合に実施する調査である。 

以上が主要な 4 種類の検査であるが、この中で保守管理に最

も重要となるのが（ア）定期的な検査であり、この検査の結果をも

とに各建物の修繕要否の判定を行っている。その際、建築物の

屋根や外壁などの風雨等から内部躯体を守る部位を「一次的機

能」と通称して重点的に保守する、つまり外部を守り内部の劣化

を防ぐことで建物機能を保守していくという考えを採用している。

多数の建築物を合理的に検査・判定するために導入した制度で

あり、具体的には、図7 に示す各部位を「一次的機能」として捉え、

定期的な検査の対象部位をこれらに絞り、劣化度を把握し、適切

な修繕時期を見定め、修繕規模の大型化を防ぐことで、効率的

な保守の実施を図っている。 

また、劣化程度については、5 段階の劣化判定基準を設け、さ

らにそれぞれの等級に該当する劣化を表す参考写真を整理す

ることで、個人によるばらつきがなく同様の結果を得ることができ、

それにより検査した全建物に対し社内で一貫した評価を下せる

こととしている。 

 

6. 修繕計画と予算管理制度 

保守管理における検査の次のステップとして、修繕工事の計

画を立てていく。その際、定期的な検査で取得した建物の劣化

状態をもとに修繕要否を検討するが、1 つ 1 つの建物に対し個

別検討を重ねるのではなく、検査対象部位である一次的機能に

対し修繕要否の基準となる劣化程度を明確化し、それを超える

部位を要修繕とみなして予算を投入するルールとしており、その

基準となる劣化程度を投入基準と呼んでいる（図 8）。 

ここで立てられた修繕計画に必要となる金額は、鉄道建築物

を計画的に保守管理するうえで必要となる金額、つまり鉄道経営

に最低限必要となる予算であり、最優先で確保する制度としてい

る。検査で劣化判定を行い、その判定に紐づいた投入基準で算

出された必要資金を確保するという、検査結果と予算配分を連動

させた仕組みとしている。 

また、鉄道建築物は、お客様が使用する建物、列車運行に必

要な設備が格納された建物、線路付近に存在する建物など、ど

れも鉄道輸送をおこなううえで重要なものであるが、用途によっ

図 7. 一次的機能にあたる部位 

表 1． 検査種別の一例 

 



 

て軽重をつけて管理している。 

投入基準は、予算確保に一定の時間を要するため、修繕が手

遅れになる直前の段階ではなく、多少余裕を持たせた段階とし

ており、即座に修繕ができなくても建物機能が維持できる水準で

設定されている。 

投入基準に余裕を持たせることにより、周辺箇所の劣化進行

を待って同じ範囲の劣化箇所を合わせて一度に修繕するなど、

合理的な修繕計画が立てられるようになっている（図 9）。 

上記のような建物単位での判断に加えて、先述したネットワー

クとしての保守管理を行うため、より大きな観点で俯瞰した判断を

経て修繕計画を決定していく。劣化状況に応じて部位単位で優

先順位を検討したり、列車運行に直結する機器室の屋上防水の

管理を厳格化したり、沿岸部に位置する路線で防錆塗装を集中

的に計画したり、設備規模が大きく修繕に長期間を要する新幹

線駅舎の外壁の修繕時期に配慮したり、特急が走る路線では線

路近接設備に特段に配慮したり、ご利用人員の多い駅舎での不

安設備に優先して対処したり、様々な観点がある。これらは共通

して「安全」と「コスト」を評価軸としており、予算を如何に効果的に

運用して安全な鉄道輸送を実現するかを目指している。検査に

よる個々の建物の劣化判定を数値的な基準としながらも、それに

加えて、路線やエリア単位で「安全」と「コスト」を考慮したうえでの

定性的な判断を行い修繕計画を策定している。実際に建物の修

繕が実施されることになる裏側には、より大きな観点での機能維

持を実現することを目的とした判断が行われている。 

確保した限られた予算に対して、効率的かつ合理的な運用が

できるよう修繕計画の検討を重ね、より効果的な建物機能の回復

ができるよう、延いては鉄道ネットワークの保守がより高い精度で

実現できるよう常に意識することが重要である。 

 

7. 検査の通史 

以上のように、現在の検査体系は設備管理と予算配分を連動

させ、検査による劣化の把握から修繕計画による機能回復検討、

それに必要な予算確保までを一連の流れで行える仕組みとなっ

ている。これは当初よりこの形であったのではなく、過去に JR 社

内で課題を順次解決してきた歴史の積み重ねであり、現行制度

に至るまで以下の大きな変化を経ている。 

① 建物部位ごとの予算投入基準の設定 

国鉄から民営化直後も同様の目的で検査を行っていたが、現

在ほどの明確な投入基準がなく、個別の劣化状況に関わらず部

位ごとの一般的な耐用年数に応じて算定された一定額の予算を

確保していたため年度により必要額の予算を確保できず修繕が

後ろ倒しになる、合理的な修繕を実施できないなど、適切な修繕

計画を策定しづらいという問題を抱えていた。 

そこで劣化程度に紐づいた投入基準を設けることで、個別の

劣化状況に応じた予算投入を可能とし、合理的な予算配分がな

されるようにした。 

② 劣化度判定基準の導入 

先に挙げた予算投入基準により、列車運行上で重要な用途で

ある建物や、保守管理の観点で早急に対処すべき部位に優先

的に予算が配分されるようになった。しかし、劣化判定基準は定

量的な区分ではなく劣化状況を示した文章のみでの記載であっ

たために、劣化判定に個人差が生じる状態であった。 

そこで、劣化判定基準を写真と合わせて整備することにより、

担当者の経験値や感覚の差によらず統一的に判断することを目

指した。またその後、劣化度判定を行う部位を一次的機能に絞る

ことで対象部位と劣化判定基準を明確化した。 

③ 各種検査手法の設定 

①②の変更により、検査結果と予算配分を連動させた運用の

骨子は整理されたが、それに加え、目的別に検査方法を設定し、

必要な手続きや対象建物を細分化することで所要労力の適正化

や検査実施時の手続きの省力化を行っている。 

 

8. まとめ 

JR西日本グループにおける建築物の検査業務について、扱う

建築物の特異性やエリア、路線、立地環境といったネットワーク

を意識した独自性を踏まえ、検査業務体系の紹介を行った。作

業時の制約条件が多い中で、広範囲に分布する多種多様かつ

大量の建築物に対し、長期使用を目指した適切な保守管理を行

うことを目的に検査業務を実施している。 

数十年に亘る当社グループの検査の歴史の中で、数々の課

題解決や情報蓄積により今日の検査業務体系に至り、計画修繕

を主とした保守管理を実施している。さらに、より最適な予算配分

となるような投入基準の見直し、各部位や各材料の劣化分析によ

る劣化傾向や進捗速度の把握、それらによる費用もしくは時間対

効果のさらなる向上が見込まれる検査方法や修繕方法の検討な

どを進めることで、保全業務の精度をさらに高めることができる。 

安全安心な鉄道輸送継続のため、鉄道ネットワーク保守のた

め、引き続き保全業務の改善に取り組んでいく。 

 

図 8. 投入基準 

図 9. 合理的な修繕計画の一例 


